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幼 ･小教育連関についての事項は,昭和23年 (1948)の文部省令 ｢保育要領｣によっては
じめて明文化された｡それは,当時の小 ･中学校の教育内容の基準となる ｢学習指導要領｣
作成の動きに倣って,就学前教育と就学後教育との一貫性が痛感されたからである｡もっと






























翌年学校教育法施行規則が一部改正され,先の ｢幼稚園教育要領｣は文部大臣 の公示 する
｢基準｣として,その法的拘束力が確定的なものとなったのである｡
Ltl1


































































お わ り に
以上,本稿では,わが国の教育法制あるいは関連する報告書等を通して,幼 ･小教育連関
の歴史的,制度的変遷をみてきた｡これから,およそ次のようなことがいえるであろう｡



















育を改善するとかいった,どちらか一方に対応させるような接着剤的な考え方 が排 除 され
る｡そして,両者の異なる特質を明らかにするのではなく,子どもの発達に主眼をおいた新
しい教育段階の創造とそれにふさわしい教育内容 ･方法の編成がめざされなけれ ば な らな
い｡
今日のわが国において,5歳児の就園 ･在籍率は90%を超え,世界第2位の高い比率を誇
















(3) 同令第 1条では,｢学校幼稚園書籍館等-公立私立ノ別ナク皆文部刺ノ監督内ニアル- ン｣とし
て,幼稚園を教育制度上の名称として位置づけた｡












(14) これは,昭和44年 (1969)の同審議会の中間報告のうち ｢5歳児と6･7歳児とは発達的には近似
しているにもかかわらず,教育制度上の取扱いに関連性が乏しい｣ことなどを受け,さらに諸外国の
改革例等を考慮して出されたものである｡
(15) この案は,つい最近の同審議会の答申 ｢教員の養成及び免許制度の改善について｣で提示された
改善案の下敷きともなっている｡
